
通いの場の充実・強化に向けた大分県の取組について

大分県福祉保健部高齢者福祉課

令和５年度介護予防普及展開事業
都道府県等介護予防担当者会議資料

大分県応援団“鳥” めじろん



大分県の概況

市町村数 １８市町村

※平成の大合併前は58市町村（１１市３６ 町１１村）

総人口 約１１0．7万人
（全国３４位）

高齢者人口 約３7．5万人

高齢化率 ３３．9％ ｜全国平均 29.0％｜

要介護認定者数 約 ７ 万人

要介護認定率 １８．7％｜全国平均 19.2％｜

第８期介護保険料 5，956円 ｜全国平均 6，014円｜

地域包括支援センター数 61

直営 ４

委託 ５７

九 州

大分県内

１位 大分県 ３３．９６％（全国１０位）

２位 長崎県 ３３．９０％（１２位）

３位 鹿児島県 ３３．４８％（１４位）

４位 宮崎県 ３３．４２％（１５位）

５位 熊本県 ３２．１％（２３位）

６位 佐賀県 ３１．３％（２５位）

７位 福岡県 ２８．３％（３９位）

８位 沖縄県 ２３．４％（４６位）

高齢化率（R4.10.1現在）

※総人口、高齢者人口はＲ4年１０月現在（総務省統計局「令和4年国勢調査人口等基本集計」）

要介護認定者数・要介護認定率｜第2号被保険者含む｜はＲ4年３月末現在

（厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報（暫定版）」）

地域包括支援センター数はＲ5年4月1日現在（大分県高齢者福祉課調べ）



専門職種の視点を
入れたプラン作成

通所型自立支援サービス：改善を目指したプログラムの提供

栄養改善

口腔機能向上 運動機能向上

訪問型自立支援サービス
：生活機能の向上

＊生活のできることを
増やし活動を活発化
していくための支援

＊生活の幅を拡げる
ための機能訓練により、
普遍的自立への移行

介護支援専門員 事業所 等

地域包括
支援センター

保健所

市（保険者）

各種専門職

応用訓練

ADL・IADL改善 →「活動」の向上

＊地域包括ケアシステムの実現に向けた手法。
①高齢者個人に対する支援の充実
②それを支える社会基盤の整備

住民主体の介護予防の推進（地域の受け皿･体制づくり）

「社会参加・役割」づくり QOLの向上

生活機能向上訓練

介護予防に資する
担い手の育成・活動支援

＊地域で住民が自主的･
継続的に介護予防に
取り組めるよう支援

・多職種が協働した高齢者の個別課題の解決
・自立支援に資するケアマネジメント能力の向上
・個別課題の積み重ね→地域課題の明確化
・必要な資源開発や地域づくり …など

自立支援型ケアマネジメント･サービスの推進

地域ケア会議：効果的なサービス提供に向けた検討

地域づくりによる
通いの場拡大･充実

＊地域の自助･互助機能を
活用した介護予防の展開

＊高齢者の役割の獲得



●めじろん元気アップ体操（H24年度作成）

●地域の介護予防活動支援マニュアル（H29年度作成）

●大分県元気アップ交流大会（H28～）
いきいき！地域づくりによる介護予防活動表彰

（H30～）
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地域の介護予防活動の推進



めじろん元気アップ体操
元気な高齢者はさらにいきいきと！！
要介護状態になった高齢者が再び元気になって自分らしい人生を送れるために

○短時間で効果的なエクササイズを精選（選りすぐり）
○筋力トレーニング、バランス運動中心
○負荷はやや高め
○弱い運動・強い運動（身体状態により選択可）
○全てできない時には ビッグ４を週２～３日実施の継続

足腰を鍛える

上半身を鍛える

バランス運動

大分県介護予防市町村支援委員会 運動機能向上専門部会
平成24年度 地域サロンや二次予防事業で活用できる手軽な県オリジナル介護予防体操を作成する。
（委員構成）県リハビリテーション支援センター、理学療法士協会、作業療法協会、健康運動指導士会、県立看護科学大学、

市町村 各代表者

１０種類のシンプルな体操
＊＊特徴＊＊＊＊特徴＊＊

九重町 二次予防ほほえみ教室

津久見市 二次予防ころばん教室
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「地域の介護予防活動支援マニュアル」の概要
地域で“自分らしく”暮らすために ～支え合いながら介護予防に取り組もう～

** 特徴 **
「参加･活動･役割づくり（聞こえ･地域のづくり等）」

○気づきのためのツール（チェックリスト、必要な支援の把握）
○実践の注意点や声のかけ方のポイントを抽出

別府市老人会での活用の様子
「お口の健康を忘れるなかれ」
別府市老人会での活用の様子
「お口の健康を忘れるなかれ」

例えば…例えば…



高齢者がいつまでの健康で自立し得た生活を送れるよう市町村において効果的かつ継続的な介護予防事業の充実と自助・互助に

よる支え合いの地域づくりが求められている。

そこで、住民が自ら介護予防に取り組めるような地域づくりを目指すため、地域の担い手となる高齢者を育成するとともに、

介護予防の意識の普及を図る。また、運動・栄養・口の健康・認知機能低下の予防などのプログラムを推進することを目的とする。

目的

大分県福祉保健部高齢者福祉課

（１）日本健康運動指導士会 大分県支部

（２）大分県理学療法士協会

（３）大分県作業療法協会

（４）大分県リハビリテーション支援センター

大分県地域リハビリテーション広域支援センター

（５）大分県栄養士会

（６）大分県言語聴覚士会

市町村が主催する以下の項目に該当する事業において、講師及び指導者を派遣する。

（１）介護予防ボランティア・サロンリーダー向け研修等への講師

（２）その他（通いの場の拡大・充実に向けた事業への講師・助言者等）

実施主体

協力機関・団体

事業内容

杵築市 日出町

（１）市町村は、住民自らが介護予防に取り組む地域づくりを推進するため、通いの場の充実やサロン活性化に向けた

協議のへの講師派遣、介護予防ボランティア・サロンリーダーの養成等、積極的に本事業を活用する。

（２）地域の介護予防活動のなかで、大分県版介護予防体操「めじろん元気アップ体操」を積極的に取り入れる。また、

運動だけでなく、栄養・口の健康・認知機能低下の予防などの効果的なプログラムの実施を推進すること。

派遣に係る注意事項

市町村 県

①県に派遣希望の連絡

④派遣申請書を県に提出

⑥派遣講師と打合せ

⑦事業実施
⑧指導者派遣実施報告書
を県へ提出

②市町村の希望に応じて
派遣調整

③市町村へ調整結果の報告

⑤派遣講師あてに派遣依頼
文書送付
市町村に派遣決定通知送付

＜ 派遣までの流れ ＞

（介護予防推進事業） 地域づくりによる介護予防推進のための指導者派遣



２ オンライン通いの場推進事業

◯モデル実施により、住民主体でオンライン通いの場を実施できる方法を
確立し、県内への横展開を図る。

◯オンラインだからこそ容易となる、圏域をこえた他の通いの場や、地域
や多世代との交流により、介護予防や健康づくりの機運向上を図る。

【期待される効果】
様々な社会状況においても、地域の仲間とのつながりや交流を維持しなが
ら体操等の活動を継続することで、生活機能を維持・向上できる

現状・課題
• これまで、自助・互助による地域住民を主体とした介護予防活動を推進してきたが、活動内容の固定化、中断者の出現等により、通いの場（高齢者サロン）
参加率が減少傾向となっている。
• また、コロナ禍のなか、高齢者が集まる従来の方法では介護予防活動の継続が難しく、通いの場（高齢者サロン）については、第7波到来により約5割の通い
の場が活動自粛。感染状況が落ち着いている時期でも、約3～4割の活動自粛の状況となっていたり、活動再開ができていない通いの場もある。
• 高齢者の活動量低下に伴い、生活機能や認知機能の低下、フレイル高齢者の増加が懸念されている。
• コロナ禍以前は、各市町村で通いの場リーダー向け研修会や後継者育成の研修会の実施ができていたが、コロナ禍で開催が困難な状況が継続している。

１ 住民参画型介護予防継続支援事業

◯多職種等との連携体制の構築による介護予防事業の展開を図る。

○高齢者のセルフケア促進や、介護予防の意識醸成を図る。

○フレイル状態にある高齢者を必要な支援に早期につなげる仕組みの構

築を図る。

【期待される効果】
介護予防、かつ要介護状態になってもその悪化を防止・改善により、高齢
者が“地域”で健康で自立した日常生活を営める地域体制ができる

これまでの取組
➤（H24～25年度）・効果的な運動機能向上プログラムとして「めじろん元気アップ体操」作成・普及。
➤（H26～28年度）・地域の通える範囲で、週１回継続的に、住民主体で運営・実施する通いの場の普及（立ち上げ支援）。
➤（H29～R1年度）・リハビリテーション専門職等との連携を促進しながら、住民の互助機能を活かしながら地域ぐるみの介護予防活動を推進するため

「地域の介護予防活動支援マニュアル」作成・普及。
・住民リーダー（介護予防サポーター）の育成及び専門職との連携体制の構築。

➤（R2～4年度） ・高齢者のセルフケア促進と活動継続を支援するフレイルチェックシートを作成。
・自分の心身の状態や特性を知り、高齢者が地域の担い手となって活躍できるような意識の醸成を図るイベントを開催し、測定結果を
もとに地域の活躍の場等を紹介・マッチングを実施。
・様々な社会状況においても、地域とのつながりを維持し、介護予防活動を継続できるよう、オンライン通いの場をモデル実施し、
オンライン通いの場開催の手引きを作成・普及しながら県内へ横展開。

高齢者が“地域”でつながりを維持しながら、いきいきと自立した生活を送ることができる
＜ 健康寿命の延伸 ＞

令和5年度 地域介護予防活動推進事業



国の動向
◯年齢や心身の状況等によって高齢者を分け隔てることなく、誰でも一緒に参加することのできる介護予防活動の地域展開
◯通いの場の取組をはじめとする一般介護予防事業は、住民主体を基本としつつ、効果的な専門職の関与も得ながら、従来の担当部局の取組に
とどまらず、多様な関係者や事業と連携し、充実を図る

◯新型コロナウイルス感染症の対応として、感染防止に配慮した介護予防・見守り等の取組を推進

県の現状・課題
◯県内通いの場は2,577箇所、参加率は13.5％で8年連続全国一（※R2
年度時点）であるが、コロナ禍減少傾向に転じている。
◯コロナ禍で、高齢者の外出や活動自粛に伴い、高齢者の活動量低下
による生活機能や認知機能の低下等が懸念される。
◯心身機能の改善･維持が必要な住民（介護保険卒業･虚弱高齢者等）
を、今後地域で支えていく必要がある。
（自助･互助を活かし、地域に根付いた介護予防を展開）

事業の目的

◯多職種等との連携体制の構築による介護
予防事業の展開を図る。
○高齢者のセルフケア促進や、介護予防の
意識醸成を図る。
○フレイル状態にある高齢者を必要な支援
に早期につなげる仕組みの構築を図る。

期待される効果
介護予防、かつ要介護状
態になってもその悪化を
防止・改善により、
高齢者が“地域”で健康で
自立した日常生活を営め
る地域体制ができる

＜健康寿命の延伸＞

令和５年度
○住民参画型介護予防推進検討委員会開催
介護予防多職種連携推進研修

○大分県版フレイルチェックシート活用支援
○通いの場リーダー向け研修会の開催

令和３年度
○住民参画型介護予防推進検討委員会開催
介護予防多職種連携推進研修

○大分県版フレイルチェックシート作成・普及
○フレイル予防普及啓発強化（ポスター作成）

令和４年度
○住民参画型介護予防推進検討委員会開催
介護予防多職種連携推進研修

○大分県版フレイルチェックシート普及・活用評価
○フレイル予防普及啓発強化（CM作成）

令和５年度取組内容
取組 目的 実施内容

①住民参画型介護予
防検討委員会

○専門職との連携による介護予防事業の展開と、地域の介護予防の効果
的な普及を図る
○フレイルチェックシートの効果的な活用により、フレイル状態にある
高齢者の早期発見、早期対策につなげる仕組みの構築を図る

○検討委員会 年４回開催
高齢者自身の健康のリスク管理と活動継続に向けた支援検討
地域の介護予防活動の課題に対する対策及び効果的な事業展開

○フレイルチェックシートを評価し、効果的な活用を支援

②介護予防多職種連
携推進会議・研修

○他事業との連動、多職種や多様な主体と連携した市町村の介護予防事
業の効果的な実施を支援する

○研修会 ２回 ①課長・係長級トップセミナー②実務者スキルアップ研修
○会議 １回 介護予防戦略会議（担当者会議、事業報告会）

③通いの場支援者研
修

○通いの場の運営を担う支援者に対し研修を行なうことで、自助・互助
による地域住民を主体とした地域づくりによる介護予防の推進を図る。

○通いの場支援者研修 6市町村✕１回
※他12市町村へはオンライン配信

④フレイル予防普及
啓発強化

○高齢者だけでなく、その家族や地域の方々にも、フレイルについて広
く知ってもらい、介護予防の意識醸成や早期の予防行動につなげる

○フレイルチェックシート
○雑誌掲載

（地域介護予防活動推進事業） 住民参画型介護予防継続支援事業



◆構成員：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、栄養士、生活支援コーディネーター、地域包括支援センター、保険者 各代表
◆内容：高齢者自身の健康のリスク管理と活動継続に向けた支援ができるフレイルチェックシートの検討・評価

地域の介護予防活動の課題に対する対策及び効果的な事業展開

①住民参画型介護予防推進検討委員会

目的：
①通いの場拡大、介護予防ボランティア等の活用等に
おける市町村体制整備

②先進地の事例を通した多職種との連携促進
③関連事業（地域支援事業・保健事業等）との連携強化

対象：
市町村、地域包括支援センター、社会福祉協議会、
生活支援コーディネーター、リハビリテーション専門職
等

実施内容：
①課長・係長級を対象としたセミナー
PDCAサイクルに沿った事業展開や多職種・多様な主

体
との連携による介護予防の取組の推進

②実務者のスキルアップ研修
先進事例や優良事例の共有を通じて、市町村における
効果的な事業実施や取組につなげる

③介護予防戦略会議（担当者会議・事業報告会）

②介護予防多職種連携推進会議・研修

共有・連動
フレイルチェックシート活用評価

フレイル予防普及啓発強化

高齢者だけでなく、その家族や地域の方々にも、フレイルについて
広く周知することで、介護予防の意識醸成や早期の予防行動につなげる

目的 高齢者自身のセルフケア促進及び介護予防活動への参加促進

プレフレイル・フレイル段階の高齢者を早期につなげる仕組みの構築

＜活用先＞

通いの場（サロン）

見守り活動（民生委員等）

相談窓口

戸別訪問指導

介護予防講演会 等

①フレイルチェックシート活用評価

把握する つなげる

通いの場（サロン）

地域のボランティア活動

短期集中予防サービス等

プレフレイルまたはフレイルに

該当した人を確実につなげる！

④フレイル予防普及啓発強化

③通いの場支援者研修

＜内容＞
対象者：通いの場リーダー
内 容：
（講義）①通いの場の役割について

（株）ライフリー佐藤孝臣 氏

②各市町村の健康課題に
応じたもの
運動・栄養・口腔・認知

（説明）③フレイルチェック
シートの活用について

（実技）④めじろん元気アップ体操

開催場所：
希望市町村手上げ 6市町村✕1回

（地域介護予防活動推進事業） 住民参画型介護予防継続支援事業



国の動向
◯年齢や心身の状況等によって高齢者を分け隔てることなく、誰でも一緒に参加することのできる介護予防活動の地域展開
◯新型コロナウイルス感染症の対応として、感染防止に配慮した介護予防・見守り等の取組を推進
◯WEBサイトの構築や「オンライン通いの場」アプリの作成により、通いの場が活動自粛している状況下等において、オンラインで自己管理をし
ながら、運動や健康づくりを継続できる取組を推進

県の現状・課題
◯新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、集まることへの抵抗感
や感染への不安から活動を自粛
※R4年9月1日時点で、第7波の影響により約5割の通いの場が活動自粛
※活動再開ができない通いの場や、参加者の減少がみられる
◯活動自粛に伴い、高齢者の活動量低下による生活機能や認知機能の低
下等が懸念される。

⇒ 従来の「集合型」のみではない、「withコロナ仕様」による継続可
能な介護予防活動が求められている

事業の目的

◯モデル実施により、住民主体でオンライン通

いの場を実施できる方法を確立し、県内への横

展開を図る。

◯オンラインだからこそ容易となる、圏域をこ

えた他の通いの場や、地域・多世代との交流を

図り、介護予防や健康づくりの機運向上を図る。

期待される効果
様々な社会状況において
も、地域の仲間とのつな
がりや交流を維持しなが
ら体操等の活動を継続す
ることで、生活機能を維

持・向上できる

＜健康寿命の延伸＞

令和５年度取組内容

令和３年度
○オンライン通いの場モデル実施・開催の手引き
（動画等）作成

○オンライン活用促進に向けた講座・ＰＲ

令和４年度
○開催の手引き普及
○オンライン交流イベントの開催
○オンライン等活用促進に向けた広報

令和５年度
○勉強会運営主催支援
○オンライン交流イベントの開催
○オンラインサポーターの養成

機器の使い方支援は、デジタル活用支援事業等と連携

取組 目的 実施内容

①オンライン通いの場
交流及び勉強会運営主
催支援

○オンライン交流イベントに向けた接続練習会や交流会等、R３年から推進しているオンライ
ン通いの場の各団体が自ら主催することでオンラインの主体的な取り組みを促進する

○勉強会主催者支援 ６団体程度
内容：・団体に向け説明会実施

・勉強会開催
・ミーティング開催通知の周知
・交流会の実施補助

②オンライン交流イベ
ントの開催

○高齢者向けのオンラインイベントの開催により、介護予防や健康維持の機運醸成を図る
○介護予防を通じた多様な主体との連携体制の構築を図る
○オンラインを通じて誰でも気軽に参加出来る「全県版の通いの場」で圏域をこえて地域・世
代間の交流を図る

○オンラインイベント開催 年３回程度 ※誰でも参加可能

内容：介護予防に資するもの、交流など

企画：県内大学生や高校生、民間団体・企業等

③オンラインサポー
ター養成講座の開催

○オンライン通いの場の運営をサポートする「オンラインサポーター」を養成することでオン
ライン活動を支援し、新しい形の通いの場の支援ができる人材を育成する
○オンラインを切り口に、新たな層の地域の担い手の創出や通いの場の立ち上げを図る

○オンラインサポーター養成講座開催 1箇所
内容：・セミナー：10年後の自分や地域のために今、出来ること

・個別面談：参加者の環境調査
・講 座：介護予防とは、通いの場とは、タブレット体験
・交 流 会：1回 他地域のサポーターとの意見交換

オンラインの体制・方法の確立 県内への横展開 定着支援（自主開催/
市町村の巻き込み）

（地域介護予防活動推進事業） オンライン通いの場推進事業
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第１波
3/3~4/21

第２波
7/28~9/9

第３波
11/6~3/20

第４波
3/21~7/11

第５波
7/12～11/26

県から
集まる活動の
自粛を要請
5/13~6/13

高齢者のワクチン接種開始

2020年 2021年

出典：新型コロナによる通いの場活動状況調査（県独自調査）

第６波
１/3～6/30

第７波
7/1～

2022年

課題

【開所できていないサロン】

・しばらく活動していないため活動再開に踏み出しにくい

・活動再開に対してリーダーの負担が大きい

➢「「新たなリーダーの創出」「新規立ち上げ支援」

【開所しているサロン】

・活動再開していても参加者が減少している

➢「参加者回復に向けた活動内容の充実」

「通いの場がもつ役割の重要性の啓発」

（共通）

年明けに開催した健康教室で体力測定結果が悪化していて

フレイルが懸念される

・サロンリーダーへの活動状況調査の実施

・体操普及リーダーや介護予防ボランティアの

養成講座の開催

・医師やリハ職による講話（オンライン形式含む）

・オンラインでの通いの場の立ち上げ・継続支援

・高齢者宅の戸別訪問による状況把握

・市報やケーブルテレビ等を活用したフレイル予防

の啓発、フレイルチェックシートの活用 など

市町村の取組

コロナ禍における通いの場の開所状況



フレイルチェックシート改訂（外面）



フレイルチェックシート改訂（中面）フレイルチェックシート改訂（外面）



フレイルチェックシート改訂（中面）



取 組 内 容

事業説明会 ・所属長の参加
・他事業の担当者の参加

事業実施調査 ・一般介護予防事業調査

市町村ヒアリング ・所属長の参加
・他事業の担当者の参加

市町村担当者会議 ・（中期）予算編成時
・（年度末）実践報告

地区担当制 ・他事業との連携

情報共有 ・決裁ライン
・班ミーティング

事業の効果的な実施に向けた取組

戦略の立案
（戦略の共有）

在宅医療・介護
連携推進事業

認知症総合支援事業

生活支援
体制整備事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（従前相当・Ａ型）

短期集中予防
サービス（C型）

地域ケア会議

通いの場

生活支援コーディネーター

認知機能検査

リハ職

資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「域支援事
業の連動性を確保するための調査研究事業報告書」（平成30年
度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業）
大分県で一部加工

高齢者福祉課

長寿・援護班

地域包括ケア推
進班

班総括

地域ケア会議

生活支援体制整備

地域支援事業費交付金

医療・介護連携

認知症施策（２）

介護予防

介護保険推進班

介護サービス事
業班

市町村支援

インセンティブとりまとめ

事業所指定

団体支援

事 業 名 調 査 項 目

１．介護予防把握事業 事業項目、事業名、内容、
実施方法、提供事業所等

２．介護予防普及啓発事業
３．地域介護予防活動支援事業
５．地域リハビリテーション活動支援事業

事業項目、事業名、対象者、
内容、利用（実施）回数、
利用者負担、実施方法、
提供事業所等

４．一般介護予防事業評価事業 事業名、内容、評価項目、
実施方法、備考

【大分県高齢者福祉課組織体制】 【市町村一般介護予防事業に関する調査】

【効果的な実施に向けた取組】



ご清聴ありがとうございました。

大分県応援団“鳥”めじろん

ご清聴ありがとうございました。


